


































































































































































































































1 [8,406 億円（包括的支援事業・任意事業以外給付費）×25％＋194 億円（包括的支援事業・任意事業費） 
×23％）－98 億円（介護給付費準備基金の取崩額）÷ 99.13％（予定収納率）]/277.8 万人（補正被保














































り 2017 年度末までに 3 ～ 6 年の経過措置
をおいて廃止する予定であったが、さら
に 2017 年度から 6 年間経過措措置が延長
4 全国平均値。
5 2018 年 4 月の介護保険法改正によって変更。
厚生労働省老健局総務課 「公的介護保険の現状と役割」平成 27 年版
（http://www.mhlw.go.jp/ﬁ le/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku
/201602kaigohokenntoha_2.pdf）データより筆者作成


















































表 2.3　2018 年 6月時点の年齢別要支援、要介護者数
『介護保険事業報告 平成30年6月(暫定)』加工の上筆者作成




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る。内閣官房の調査 19 で、東京在住の 50
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